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⃝ 障害者総合支援法においては、障害者が「どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保」される旨を規定し、指定事業者や指定相談支援事業者に対し、
「意思決定支援」を重要な取組として位置付けている。

⃝ 意思決定支援の定義や意義、標準的なプロセスや留意点を取りまとめたガイドラインを作成し、事業者や成年後見の担い手を含めた関係者間で共有することを
通じて、障害者の意思を尊重した質の高いサービスの提供に資することを目的とする。

意思決定が必要な場面 ・サービスの選択 ・居住の場の選択 等
自己決定が困難な場合

意思決定支援責任者の選任
とアセスメント
相談支援専門員・サービス管理責任者兼務可

意思決定支援会議の開催
サービス担当者会議・個別支援会議
と兼ねて開催可

本人・家族・成年後見人等・意思決定支援責任者・事業者・関係者等による情報交
換や本人の意思の推定、最善の利益の判断

意思決定の結果を反映したサービス等利用計画・個別支援計画
（意思決定支援計画）の作成とサービスの提供、支援結果等の記録

支援から把握される表情や感情、行動等か
ら読み取れる意思と選好等の記録

趣 旨

《意思決定支援の定義》
意思決定支援とは、自ら意思を決定することに困難を抱える障害者が、日常生活や社会生活に関して自らの意思が反映された生活を送ることができるように、可

能な限り本人が自ら意思決定できるよう支援し、本人の意思の確認や意思及び選好を推定し、支援を尽くしても本人の意思及び選好の推定が困難な場合には、最

後の手段として本人の最善の利益を検討するために事業者の職員が行う支援の行為及び仕組みをいう。

《意思決定を構成する要素》
（１）本人の判断能力

障害による判断能力の程度は、意思決定に大きな影響を与える。意思決定を進める上で、本人の判断能力の程度について慎重なアセスメントが重要。

（２）意思決定支援が必要な場面

① 日常生活における場面（食事・衣服の選択・外出・排せつ・整容・入浴等基本的生活習慣に関する場面）

② 社会生活における場面（自宅からグループホームや入所施設、一人暮らし等に住まいの場を移す等の場面）

（３）人的・物理的環境による影響

意思決定支援は、本人に関わる職員や関係者による人的な影響や環境による影響、本人の経験の影響を受ける。
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○ 本人の意思決定に関する情報の把握方法、意思決定支援会議の開催準備等
○ アセスメント ・本人の意思確認 ・日常生活の様子の観察 ・関係者からの情報収集・本人の

判断能力、自己理解、心理的状況等の把握・本人の生活史等、人的・物理的環境等のアセスメン
ト・体験を通じた選択の検討 等

本人が自己決定できるように支援

意思決定支援の定義 / 意思決定を構成する要素

「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」第1版の概要

意思決定支援の流れ
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障害者の意思決定支援を推進するための方策

障害者の意思決定支援を推進するため、「障害福祉サービス等の提供に当たっての意思決定支援ガイドライン」を踏まえ、相談支援及び障害福祉サー

ビス事業等の指定基準において、以下の規定を追加する。

【取扱方針】

・ 事業者は、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の意思決定の支援に配慮しなければならない。

【サービス等利用計画・個別支援計画の作成等】

・ 利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援する上での適切な支援内容の検

討をしなければならない。

・ 利用者の希望する生活や課題等の把握（アセスメント）に当たり、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に意思決定支援を

行うため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について丁寧に把握しなければならない。

・ 相談支援専門員やサービス管理責任者が行うサービス担当者会議・個別支援会議について、利用者本人が参加するものとし、当該利用者の生活に対す

る意向等を改めて確認する。

※ 障害児者の状況を踏まえたサービス等利用計画・障害児支援計画の作成を推進する観点から、 サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者が作成した個

別支援計画について相談支援事業者への交付を義務付け。

【サービス管理責任者の責務】

・サービス管理責任者は、利用者の自己決定の尊重を原則とした上で、利用者が自ら意思を決定することに困難を抱える場合には、適切に利用者への意思

決定支援が行われるよう努めなければならない。

※障害児通所支援、障害児入所施設についても、障害児及びその保護者の意思の尊重の観点から、上記に準じた規定を追加。

意思決定支援の推進（運営基準への位置づけ）
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（原則）
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ビジネスのイラスト「会議」

意思決定に困難
を抱える者の意
思及び選好、判
断能力等の把握

（参考）障害者の意思決定支援のプロセス 相談支援専門員・サービス管理責任者が、利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、計画を検討

※相談支援専門員によるモニタリングについて、地域移行に向けた意思決定支援や重度の障害等のため頻回な関わりが必要な者は標準より短い期間で設定が望ましい旨例示 3

令和６年度報酬改定による改正内容
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準につ
いて（平成 18 年 12 月 ６ 日障発第 1206001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）【新旧対照表】

改正後 現行

（６）指定療養介護の取扱方針（基準第57条）
① 基準第57条第２項については、意思決定支援ガイドライ
ンを踏まえて、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営
むことができるよう、意思決定支援ガイドラインに掲げる次
の基本原則に十分に留意しつつ、利用者の意思決定の支援に
配慮すること。
ア 本人への支援は、自己決定の尊重に基づき行う。
イ 職員等の価値観においては不合理と思われる決定でも、
他者への権利を侵害しないのであれば、その選択を尊重す
るように努める姿勢が求められる。

ウ 本人の自己決定や意思確認がどうしても困難な場合は、
本人をよく知る関係者が集まって、様々な情報を把握し、
根拠を明確にしながら意思及び選好を推定する。
また、利用者が経験に基づいた意思決定ができるよう体

験の機会の確保に留意するとともに、意思決定支援の根拠
となる記録の作成に努めること。

② 同条第３項に規定する支援上必要な事項とは、指定療養
介護計画の目標及び内容のほか、行事及び日課等も含むもの
である。また、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確
保については、指定居宅介護と同旨であるため、第３の３の
(15)の②を参照されたい。
③ 同条第４項は、指定療養介護事業者は、自らその提供す
る指定療養介護の質の評価を行うことはもとより、第三者に
よる外部評価の導入を図るよう努め、常にサービスを提供す
る事業者としての質の改善を図らなければならないこととし
たものである。

（６）指定療養介護の取扱方針（基準第57条）
（新設）

① 基準第57条第２項に規定する支援上必要な事項とは、指
定療養介護計画の目標及び内容のほか、行事及び日課等も含
むものである。

② 同条第３項は、指定療養介護事業者は、自らその提供す
る指定療養介護の質の評価を行うことはもとより、第三者に
よる外部評価の導入を図るよう努め、常にサービスを提供す
る事業者としての質の改善を図らなければならないこととし
たものである。
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準につ
いて（平成 18 年 12 月 ６ 日障発第 1206001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）【新旧対照表】

改正後 現行

（７）療養介護計画の作成等（基準第58条）
① 療養介護計画
基準第58条においては、サービス管理責任者が作成すべき
療養介護計画について規定している。
療養介護計画は、利用者及びその家族の生活に対する意向、
総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、
指定障害福祉サービスの目標及びその達成時期、指定療養介
護を提供する上での留意事項等を記載した書面である。
また、療養介護計画は、利用者の置かれている環境及び日

常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や
課題等の把握を行うとともに、利用者の自己決定の尊重及び
意思決定の支援に配慮しつつ、利用者が自立した日常生活を
営むことができるよう支援する上での適切な支援内容の検討
に基づいて立案されるものである。
アセスメントに当たっては、利用者が自ら意思を決定する

ことに困難を抱える場合には、適切に意思決定の支援を行う
ため、当該利用者の意思及び選好並びに判断能力等について
丁寧に把握しなければならない。

（７）療養介護計画の作成等（基準第58条）
① 療養介護計画
基準第58条においては、サービス管理責任者が作成すべき
療養介護計画について規定している。
療養介護計画は、利用者及びその家族の生活に対する意向、
総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、
指定障害福祉サービスの目標及びその達成時期、指定療養介
護を提供する上での留意事項等を記載した書面である。
また、療養介護計画は、利用者の置かれている環境及び日

常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や
課題等の把握を行い、利用者が自立した日常生活を営むこと
ができるよう支援する上での適切な支援内容の検討に基づい
て立案されるものである。
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準につ
いて（平成 18 年 12 月 ６ 日障発第 1206001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）【新旧対照表】

改正後 現行

（７）療養介護計画の作成等（基準第58条）
② サービス管理責任者の役割
サービス管理責任者は、指定特定相談支援事業者等が作成し
たサービス等利用計画を踏まえて、当該指定療養介護事業所
以外の保健医療サービス又はその他の福祉サービス等との連
携も含めて、療養介護計画の原案を作成し、以下の手順によ
り療養介護計画に基づく支援を実施するものである。
ア 個別支援会議の開催
利用者及び当該利用者に対する指定療養介護の提供に当た

る担当者を招集して行う会議を開催し、当該利用者の希望す
る生活及びサービスに対する意向等を改めて確認するととも
に、療養介護計画の原案について意見を求めること。
個別支援会議は、意思決定支援ガイドラインにおける意思

決定支援会議と一体的に行われることが考えられるが、意思
決定支援会議をより丁寧に実施するために、個別支援会議と
は別に開催することも差し支えない。
なお、個別支援会議については、原則として利用者が同席

した上で行わなければならないものである。ただし、例えば
当該利用者の病状により、会議への同席自体が極めて困難な
場合等、やむを得ない場合については、例外的にテレビ電話
装置の活用等、同席以外の方法により希望する生活及びサー
ビスに対する意向等を改めて確認することで差し支えない。
イ 療養介護計画の原案の説明・同意
当該療養介護計画の原案の内容について、利用者及びその

家族に対して説明し、文書により当該利用者の同意を得るこ
と。

（７）療養介護計画の作成等（基準第58条）
② サービス管理責任者の役割
サービス管理責任者は、指定特定相談支援事業者等が作成し
たサービス等利用計画を踏まえて、当該指定療養介護事業所
以外の保健医療サービス又はその他の福祉サービス等との連
携も含めて、療養介護計画の原案を作成し、以下の手順によ
り療養介護計画に基づく支援を実施するものである。
ア 利用者に対する指定療養介護の提供に当たる担当者を招
集して行う会議を開催し、療養介護計画の原案について意見
を求めること

イ 当該療養介護計画の原案の内容について、利用者及びそ
の家族に対して説明し、文書により当該利用者の同意を得る
こと
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準につ
いて（平成 18 年 12 月 ６ 日障発第 1206001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）【新旧対照表】

改正後 現行

（７）療養介護計画の作成等（基準第58条）
ウ 療養介護計画の交付
利用者及び利用者等に対して指定計画相談支援又は指定障

害児相談支援を行う相談支援事業者へ当該療養介護計画を交
付すること。
また、サービス管理責任者は、サービス等利用計画を踏ま

えた療養介護計画の作成等を可能とするため、当該相談支援
事業者が実施するサービス担当者会議に参加し、利用者に係
る必要な情報を共有する等により相互連携を図ること。
エ モニタリング
当該療養介護計画の実施状況の把握及び療養介護計画の見

直すべきかどうかについての検討（当該検討は少なくとも６
月に１回以上行われ、必要に応じて療養介護計画の変更を行
う必要があること。）を行うこと。
なお、モニタリングに際しても相談支援事業者との相互連

携を図ることが求められるものであり、モニタリング結果を
相互に交付すること、サービス担当者会議及び個別支援会議
を合同で開催又は相互の会議に出席する等の方法により連携
強化を図ること。

（７）療養介護計画の作成等（基準第58条）
ウ 利用者へ当該療養介護計画を交付すること

エ 当該療養介護計画の実施状況の把握及び療養介護計画の
見直すべきかどうかについての検討（当該検討は少なくとも
６月に１回以上行われ、必要に応じて療養介護計画の変更を
行う必要があること。）を行うこと
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準につ
いて（平成 18 年 12 月 ６ 日障発第 1206001 号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）【新旧対照表】

改正後 現行

（８）サービス管理責任者の責務（基準第59条）
① サービス管理責任者は、療養介護計画の作成のほか、次
の業務を担うものである。
ア 利用申込みに際し、当該利用者に係る他の障害福祉サー
ビス等の提供状況の把握を行うこと

イ 指定療養介護事業所を退院し、自立した日常生活を営む
ことが可能かどうか、定期的に点検するとともに、自立し
た日常生活を営むことが可能と認められる利用者に対し、
地域生活への移行へ向けた支援を行うこと

ウ 他の従業者に対して、指定療養介護の提供に係る技術的
な指導及び助言を行うこと

② 基準第59条第２項については、サービス管理責任者は、
利用者に対してのみならず、従業者に対しても、利用者への
意思決定支援の実施の観点から必要な助言指導を行うことが
求められるものである。
なお、意思決定支援ガイドラインにおける意思決定支援責

任者の役割については、サービス管理責任者の役割と重複す
るものであるが、サービス管理責任者とは別に意思決定支援
責任者となる者を配置した上で、当該者と業務を分担する等
の柔軟な運用を否定するものではないことに留意すること。
また、サービス管理責任者については、利用者の意思決定

支援を適切に行うため、都道府県が実施するサービス管理責
任者を対象にした専門コース別研修の意思決定支援コースを
受講することが望ましい。

（８）サービス管理責任者の責務（基準第59条）
サービス管理責任者は、療養介護計画の作成のほか、次の業
務を担うものである。
① 利用申込みに際し、当該利用者に係る他の障害福祉サー
ビス等の提供状況の把握を行うこと

② 指定療養介護事業所を退院し、自立した日常生活を営む
ことが可能かどうか、定期的に点検するとともに、自立し
た日常生活を営むことが可能と認められる利用者に対し、
地域生活への移行へ向けた支援を行うこと

③ 他の従業者に対して、指定療養介護の提供に係る技術的
な指導及び助言を行うこと

（新設）
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日常生活における場面：食事/衣服の選択/外出/排せつ/入浴

/余暇活動の選択 等

社会生活における場面：サービスの選択/居住の場の選択 等

「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」（第２版）の概要

• 平成29年３月 「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」 策定

• 令和 ８年９月 他分野のガイドラインや国連障害者権利委員会の総括所見を踏まえ、ガイドライン(第２版)として改訂

☞ 本ガイドラインは、意思決定支援の基本的な考え方・姿勢・方法・配慮事項や、事業者がサービス等利用計画や個別支援
計画を作成する際の意思決定支援の枠組みを示し、障害者の意思を尊重したサービスの提供に資することを目的としている。

ガイドラインの改正のポイント

• 「意思決定の主体」はあくまでも本人であり、本人
主体の考え方を｢理念・信条｣として明示

• 「最善の利益の判断」に関する記載を削除し、「意
思と選好に基づく最善の解釈」との表現に基づき意
思決定支援を再定義

• 支援が困難と想定されるケースについて、本文と分
けてコラムで整理

• 意思決定支援のプロセス（意思形成支援／意思表明
支援／意思実現支援）を明確化

• ICTツール活用による記録・情報共有の効率化を追記

• 障害特性に応じて意思疎通を円滑にするための合理
的配慮、情報アクセシビリティに関する記載を追加

• 意思決定支援に関する具体例を追加し、別冊の事例
集として整理

意思決定支援の基本原則

基本原則

① 本人の意思、選好、価値観が可能な限り反映される
ように行うこと

② 不合理と思われる決定であっても、その選択を尊重
するよう努める姿勢が求められること

③ 本人の意思と選好を明確に確認することが困難な場
合は、根拠を明確にしながら、本人の意思と選好に
基づく最善の解釈を行うこと

障害福祉サービスの提供に係る意思決定支援の流れ（例）

意思決定に関する場面

意思決定支援の結果を反映したサービス等利用計画・個別支援計画
（意思決定支援計画）の作成とサービスの提供、支援結果等の記録

本人の意思、選好及び価値観に関する情報収集、支援環境調整に向けたアセス

メント、本人・関係者への趣旨説明、意向確認を含む意思決定支援会議の開催

準備等

本人、家族、成年後見人等、意思決定支援責任者、事業者、関係者による情報

交換を通じた本人の意思、選好及び価値観の把握

（本人の意思と選好を明確に確認することが困難な場面では、本人の意思と選

好に基づく最善の解釈を行うこともある）

意
思
決
定
に
関
す
る
記
録
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

意思決定支援会議の開催
（サービス担当者会議・個別支援会議と兼ねて開催）

意思決定支援責任者の選任とミーティング準備
（相談支援専門員、サービス管理責任者の兼務可）

意思決定プロセスで得ら

れた情報を関係者に共有

意思表明支援
意思形成支援
意思実現支援



障害福祉サービス等及び障害通所支援等の円滑な実施を確保するための
基本的な指針（第7期）

第二 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標

10

七 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

都道府県は管内市町村と連携しつつ、相談支援専門員やサービス管理責任者等について、地域のニーズを踏まえて計画

的に養成する必要がある。さらに、障害福祉サービス等の提供にあたっては、意思決定支援の適切な実施が重要であり、

障害福祉サービス事業者、相談支援事業者等に対する「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」

の普及啓発に取り組むとともに、相談支援専門員やサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者に対する意思決定

支援に関する研修を推進していく必要がある。そこで、これらの取組を通じて利用者が真に必要とする障害福祉サービ

ス等を提供していくため、令和八年度末までに、別表第一の十の各項に掲げる障害福祉サービス等の質を向上させるた

めの取組に関する事項を実施する体制を構築することを基本とする。

別表 第一

十 障害福祉サービスの質を向上させるための取組

計画的な人材養成の推進 都道府県による相談支援専門員研修（初任者・現任・主任）及びサービス管理責任
者・児童発達支援管理責任者研修（基礎・実践・更新）修了者数の見込みについて
定める。
都道府県による相談支援専門員及びサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者
への意思決定支援ガイドライン等を活用した研修の実施回数及び修了者数の見込み
を設定する。



障害福祉サービス等及び障害通所支援等の円滑な実施を確保するための
基本的な指針（第8期：令和9年4月1日より適用）

第二 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標

11

七 障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上

障害福祉人材の確保・定着を図ることは重要であり、都道府県は、管内市町村と連携しつつ、地域のニーズを踏まえて

計画的に専門人材を養成する必要がある。このため、都道府県において、相談支援専門員、サービス管理責任者、児童

発達支援管理責任者等の養成に向けた研修を実施することとする。また障害福祉サービス等の提供に当たっては、意思

決定支援の適正な実施が重要であり、都道府県において、障害福祉サービス事業者、相談支援事業者等に対する「障害

福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」の普及啓発に取り組むとともに、相談支援専門員、サービス

管理責任者及び児童発達支援管理責任者に対する意思決定支援ガイドライン等を活用した研修を実施することを基本と

する。障害当事者が研修講師として参画したり、研修内容の企画に関わったりすること等も考えられる。

別表 第一

十二 障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上

計画的な人材養成の推進 都道府県による相談支援専門員研修（初任者・現任・主任）及びサービス管理責任
者・児童発達支援管理責任者研修（基礎・実践・更新）修了者数の見込みについて
定める。
都道府県による相談支援専門員及びサービス管理責任者・児童発達支援管理責任者
への意思決定支援ガイドライン等を活用した研修の実施回数及び修了者数の見込み
を設定する。



2021年4月1日

令和５年度 ２２自治体（実績）
↓

令和６年度 ３１自治体（実績）

※どの事業所も取り組むべき意思決定支援が
適切に実施できるよう、ぜひ、全都道府県
で実施してください！
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